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学校給食費公会計化の開始について 

教育委員会事務局教育総務課 

１ 概要 

  令和４年９月１日から開始し，給食費の徴収及び食材費の支払いを市が行う。令和４

年８月分までの未納分は，従来どおり私会計の取扱い。開始に当たり，関係する条例，

規則，要綱を制定。 

２ 給食費の額・徴収方法 

(１) 給食費の額

ア 幼稚園・小学校 4,200円/月（＠247.06円×119回÷7） 

イ 中学校 4,750円/月（＠291.67円×114回÷7） 

ウ 非常勤職員

喫食予定回数により月額徴収額が段階的（700 円～4,750 円）に変動。合計 20 回

未満の場合，月々は０円で，３月にまとめて徴収。 

(２) 納付方法

ア 口座振替（原則） 百五銀行など指定金融機関（８つ） 

幼児児童生徒，常勤・非常勤教職員，教育実習生 等 

イ 納付書   コンビニ，指定金融機関，郵便局，地区市民センター 等

口座振替を利用しない者 

臨時喫食者（来客，視察，試食会等） 

→ 学校（園）長がとりまとめて集金，納付書払い

(３) 当初スケジュール（予定）

9/12 納入通知書・納付書発送 17,200人 

9/30 第 1回 口座振替 16,100人 

10/17 再振替（第 1回振替不能分） 

10/31 ９月末納期分督促状発行（第 1回未納分）800人想定 

３ 公会計化開始後の学校事務 

(１) 学校行事による欠食のシステム登録

給食費の減額対象となる行事等について，前月１日までシステムへ登録する。

(２) 非常勤教職員の喫食予定（給食カレンダー）の修正

給食を不定期に食べる非常勤教職員の喫食予定日について，喫食日の４日前まで

にシステムを修正する。 

(３) 転出入者の対応

ア 市外への転校

市外へ転校，幼稚園から保育園に転園など，以後の鈴鹿市の学校給食が不要とな

る場合は，学校給食停止届を提出してもらう。 

令和４年８月校長会資料 
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  イ 市内間の転校 

    転校先の学校で学校給食申込変更届を提出してもらう。転校元の学校からは，部

署メールで教育総務課へ報告する。 

  ウ 市外からの転校 

    学校経由で学校給食申込書を提出してもらう。また，口座振替依頼書を渡し，金

融機関で手続きするよう案内する。（新規で喫食する教職員も同様。） 

 (４) 長期欠席等による給食費の調整対応 

    入院やコロナ感染による自宅療養など，連続して５日以上喫食しない場合は，学

校給食停止届を事前に提出することにより，給食費の請求を止めることができる。

公会計化により届の提出が必須となったため，必要に応じて案内する。 

 (５) 月次報告 

    毎月５日（３月分は３月 17日）までに，前月分の給食実施状況（園児児童生徒・

常勤教職員の喫食日，学級閉鎖や行事などによる欠食日，非常勤職員の喫食日，停

止届による減額対象者，再開届による給食再開者，転校者等）を確認し，教育総務

課へ専用様式で報告する。この報告により，当月分の給食費の額を確定する。 

４ 未納分の対応（現段階） 

 (１) 公会計化以前の未納分 

    令和４年８月末までの未納分は，引き続き各学校で対応する。未納分を徴収した

場合は，従来どおり，学校給食協会へ入金する。未納分がある学校は，原則，給食

会計の通帳が引き続き必要になる。 

 (２) 公会計化以後の未納分 

    令和４年９月末納期分（２学期以降の給食費）以降の未納分は，督促状発送，電

話，訪問など教育総務課で対応する。ただし，学校を通して未納者へ文書配付を依

頼することがある。 

５ その他 

 (１) 発注・支払い 

    令和４年９月以降も，パン・ごはん，牛乳の発注，自校調理校（給食センター含

む）食材発注は，従来どおり各学校で行う。支払いは令和４年度分のみ，一部学校

給食協会を経由して行い，令和５年４月分からは全て市が直接支払いを行う。 

 (２) 公会計に係るマニュアル等 

    学校給食費公会計化に関する事務手引き，Ｑ＆Ａ，各種様式を庁内ＬＡＮネット

フォルダに掲載してあり，随時更新していく。最新版は，7月 30日に部署メールで

送付済み。検索ワード「給食費公会計」 

 (３) 保護者への周知 

    ９月の開始に当たり，学校メール（８月末）を使用して，保護者へ周知を行う予

定。内容は，口座振替における通帳残高の事前確認，給食停止・再開届の案内など

で，文案は教育総務課が作成する。 
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１ 不登校支援のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 ※ （必要な学校は）見直し・点検をお願いします！ 
     

・担当していた職員が異動したため記録は残っていない・・・ 

・担任はメモをしているが，ケース会議等で活用できる記録はない・・・ 

・SCや SSWからの情報は，保管されていない・・・ 
        

２ 夏季休業中の取組 
   

〇配慮・支援が必要な児童生徒等については，家庭訪問等を実施するなどして，２学期

の学校生活の不安感等を軽減する取組を実施する。 
 

３ ２学期当初の取組  
   

〇学期始めの様子をていねいに観察し，必要であれば教育相談等を実施し，子ども 

   の不安感等を把握し，的確迅速に対応する。 
 

〇不登校の兆しがある児童生徒や不登校状態の児童生徒について，２学期当初の 

様子を踏まえ，改めてアセスメント（見立て）を行うことが望ましい。 
  

４ アセスメント（見立て）とは・・・ 
   

〇適切かつタイムリーな支援のためにアセスメント（見立て）が必須である。その子理 

解につながる情報，その子の強み等に関する情報を集め，「児童生徒理解・支援シ 

ート」等に記録し，組織的にアセスメントをすることが重要である。 
 

〇アセスメント（見立て）とは，児童生徒の状況等を踏まえ，支援のための仮説を立て 

ることといえる。事例の経過や働きかけの結果に伴って追加したり，削除したりしな 

がら修正・改良していくものである。 
 

〇アセスメントに際しては，SCや SSW等を活用することが有効である。その際，児 

童生徒の力を引き出してくれる可能性のある「リソース」（資源・資質）等の基本情 

報をＳＣ，ＳＳＷに伝えることでより有効，適切なアドバイスをいただける。 

8月校長会資料 

「情報」なくして「アセスメント（見立て）」なし 

「アセスメント（見立て）」なくして「支援」なし 
   

＊子ども一人ひとりをよく知る取組，児童生徒理解の取組が決定的に重要。 

  ＊子どもの力を信じ，その力を引き出す取組を推進する。 

 

 

 

 

 

 

「授業改善」+「学級づくり」+「支援・声かけ」の充実 

＊子ども一人ひとりを大切にする取組。 

   ＊この取組の充実が，“新たな不登校”を生まない取組となる。 
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１ 児童生徒の自殺予防に係る取組ついて（文科省通知） 

  令和３年の児童生徒の自殺者数は４７３人で前年（４９９人）から減少したものの，

引き続き憂慮すべき状況にあります。また，令和４年の児童生徒の自殺者数は，１月

から５月までで計１５６人（令和３年同時期：２０９人）という状況にあります。18

歳以下の自殺は，学校の長期休業明けの時期に増加する傾向があることを踏まえ，学

校が保護者，地域住民，関係機関等と連携の上，自殺予防に向けた取組を積極的に実

施するようお願いします。 

 

２．学校における自殺予防に向けた取組 

（１）一学期に欠席が多かった児童生徒への電話や家庭訪問等の実施 

（２）一学期いじめアンケートを見直し，気になる児童生徒への電話や家庭訪問等の

実施 

（３）児童生徒及び保護者へのいじめ，不登校，悩み等の相談窓口の周知 

（４）悩みや困難を抱える児童生徒の早期発見のためのアンケート調査や教育相談，

家庭訪問等の実施 

（５）児童生徒の状況を的確に把握するための細やかな健康観察や健康相談等の実施 

（６）スクールカウンセラー等による支援を行うなど，心の健康問題への適切な対応 

（７）学校いじめ防止対策基本方針に従った取組の推進 

（８）保護者に対する家庭における見守りの促進と学校の相談窓口の周知 

 

３．児童生徒の自殺予防に関するマニュアル・手引き・学習教材など 

自殺予防について 
8月校長会資料 

令和４年度自殺対策啓発事業クリアファイル 

鈴鹿市作成 
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 生徒指導及びいじめアンケートの実施について 
 

１ 生徒指導について 

学校では，問題行動等について，状況に応じ，保護者と連携したケース会議での対応

策の検討・実施や，関係機関への相談や連携を進めるなど，継続した指導や支援を行う

必要があります。中学校では，生徒の小学校時の様子や対応等について，小学校との連

携も重要となります。また，交友関係が広がることから，校内の生徒関係だけでなく，

他校の生徒や他市の生徒等との交流についても見受けられ，生徒間のつながりについて

注意深く様子を見守り，学校間で情報を共有し対応することが求められます。 
 

２ いじめアンケートの実施について 

鈴鹿市いじめ防止基本方針に示してあるとおり，毎学期当初を基準として年間3回の

いじめについてのアンケート調査を実施しております。学校ではアンケートの結果を教

育相談につなげる等，いじめの早期発見，早期対応に向けた生徒指導体制や教育相談体

制の充実を図っていただきますようお願いします。2学期のいじめアンケートは，9月中

に実施してください。また，いじめを認知した場合は，各校のいじめ防止基本方針に従

い，いじめ解決への道筋を明らかにして対応していくことが重要となります。今後も，

問題が複雑化する前に対応ができるよう，教育支援課に情報共有をしていただくようお

願いします。 

また，今後，児童生徒の発達段階を踏まえて，Chromebook を活用して，いじめア

ンケートを実施することを考えております。

８月 校長会資料 
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人権教育の推進について 
 

１ 差別発言について  〈人権教育サポートガイドブックⅡ P21より〉 

教育課題として取り上げる差別発言とは，特定の人や集団を忌避・排除したり 

蔑んだりする発言であり，以下のような影響を及ぼすものであると捉えています。 

□ その言動に触れた被差別当事者や周りの人を，傷つけたり不快にさせたりする。 

   □ 社会にある差別を温存し，特定の人や集団に対する差別をさらに助長・誘発す

る。 

事象によっては，発言した子どもに差別する意図がないことがあります。 

また，その発言によって傷つく人がその場にいないこともあります。あるいは，自分 

  自身に向けた発言であることもあります。 

そのような場合であっても，「被差別当事者やまわりの人を傷つけたり不快にさせ 

たりする」「社会にある差別を温存し，特定の人や集団に対する差別をさらに助長・誘 

発する」といった可能性があることをふまえ，差別発言としてとらえて取組を進める 

必要があります。 

   このとらえ方は，発言以外の，落書きやしぐさ等にも当てはまります。 

 

２ 今後の取組について 

  子どもたちの日常生活における発言，行動を丁寧に見つめ直すとともに，差別やい

じめをさせない，許さない集団づくりに引き続き取り組む。 
 

（１） 人権侵害（差別事象）後の学校組織としての取組については，三重県教育委員会事

務局人権教育課作成の「人権教育サポートガイドブックⅡ（令和３年３月発行）P21

～32」等を活用し研修を深め，様々な教職員が，チームとして共通認識を持って取

り組む。 
 

（２） 新型コロナウイルス感染症や自殺予防（命と人権を守る）に係る学習指導資料につ

いては，三重県教育委員会事務局人権教育課作成の「みらいをひらく 増補版（令

和３年３月発行）P123～141」等を活用し，道徳や各教科と関連付けて取り組む。 
 

（３） 報告書については，その概要と発生直後の対応の第１報以外に，第２報として，初

期対応後にどのような取組を行ったのか，「差別事象の分析」と「課題の明確化」「具

体的な取組」等を報告する。         

➡報告後の差別防止の具体的取組が重要 
 

（４） 「いじめ」については，その背景に個別的な人権問題が認められる場合に報告する。

判断が難しい場合，教育支援課，人権教育センターへ問い合わせる。 

５ 

8月校長会資料 
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校長会資料 

鈴 子 支 第 号 

令和４年  月 日 

（宛先）各小中学校長 

鈴鹿市子ども政策部 

子ども家庭支援課長 

令和４年度 引継ぎ支援会議について（依頼） 

 このことについて，途切れのない支援の一環として，本年度も下記のとおり引継ぎ支援会議

について案内をいたします。 

つきましては，保護者へ周知いただきますとともに，実施につきまして御配慮いただきます

ようよろしくお願いします。 

記 

【令和４年度引継ぎ支援会議】 

１ 対 象 者 ・「すずかっ子支援ファイル」（新：「すずっこファイル」）を 

作成している児童生徒の保護者 

・引継ぎ支援会議を希望している保護者

※いずれも年長，小学６年生，中学３年生の保護者が対象です。

２ 実施期間  令和４年１２月～令和５年３月までの期間 

※１１月に引継ぎ支援会議を希望する場合は，在籍機関と就学・進学先で

日程等の相談をした上，実施してください。

３ 実施場所 就学･進学先の学校 

４ 参 加 者  引継ぎ支援会議を希望する保護者 

在籍機関職員，就学･進学先職員，（必要に応じて）関係機関等職員 

（未就学→小学校，小学校→中学校，中学校→高等学校） 

５ 提出書類 引継ぎ支援会議 日程報告書 

・・・各在籍機関にて取りまとめたものを１部

６ 提出先等 （提出先）    子ども家庭支援課 教育相談グループ 

（提出方法） 文書便またはメールにて提出してください。 

（提出期限）  １２月開催分・・・・令和４年１１月 ４日（金） 

１～３月開催分・・・令和４年１２月２３日（金） 

（備 考）    引継ぎ支援会議日程報告書については，希望者がない場合 

対象者氏名欄に「該当者なし」と記入し，提出してください。 

７ そ の 他  実施の詳細につきましては，「引継ぎ支援会議について」を御参照ください。 

【事務担当】鈴鹿市子ども家庭支援課 

教育相談グループ 竹原三保子・横矢規・杉山美幸 

℡ ０５９－３８２－９１４０ 

Ｅ-ｍａｉｌ kodomokateishien@city.suzuka.lg.jp 

引継ぎ支援会議について 
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引継ぎ支援会議 日程報告書

１ 在籍機関名 〔 〕 

２ 対象者氏名及び日程等 

３ 留意事項 

（１）現在，子どもが在籍している機関が提出してください。

（幼稚園から小学校への引継ぎであれば，幼稚園が提出してください）

（２）希望者がいない場合も，「対象者氏名」の最上欄に，「該当者なし」と記入し，

提出してださい。

(３）子ども家庭支援課職員の参加については，保護者の意向を確認の上，〇をつけて

ください。

４ 提出締め切り 

１２月開催分   ・・・令和４年１１月 ４日（金） 

１～３月開催分 ・・・令和４年１２月２３日（金） 

※中学校については，年度末までにはご報告をお願いします。

５ 提出先【事務担当】鈴鹿市子ども家庭支援課 

教育相談グループ 竹原三保子・横矢規・杉山美幸 

℡ ０５９－３８２－９１４０ 

Ｅ-ｍａｉｌ kodomokateishien@city.suzuka.lg.jp 

対象者氏名 
月 日（曜日） 

就学・進学先 
子家課職員

参加 開始時刻 

  月      日（   ） 
有 ・ 無 

： 

  月      日（   ） 
有 ・ 無 

： 

  月      日（   ） 
有 ・ 無 

： 

  月      日（   ） 
有 ・ 無 

： 

  月      日（   ） 
有 ・ 無 

： 

  月      日（   ） 
有 ・ 無 

： 

  月      日（   ） 
有 ・ 無 

： 

  月      日（   ） 
有 ・ 無 

： 
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引継ぎ支援会議の実施について 

１ 引継ぎ支援会議の日程等の連絡調整について 

① 会議には，保護者，在籍機関，引継ぎ先が必ず参加となります。保護者の参加要請に応じて，様々な

関係機関（療育センター，健康づくり課，保健センター，子ども家庭支援課等）も参加いたしますの

で，関係機関への日程連絡及び調整等は，在籍機関が行ってください。

② 特別支援学校への引継ぎについては，平成２９年度より学校間での引継ぎのみとなっております。

しかし，保護者から引継ぎ支援会議開催の要請があった場合はその限りではありませんので，子

ども家庭支援課（０５９―３８２－９１４０ 竹原・横矢・杉山）までご連絡ください。

③ 通訳が必要な場合は，在籍機関と引継ぎ先で相談していただき，どちらが依頼するか決めてくだ

さい。

２ 引継ぎ支援会議当日の準備及び進行等について 

① 引継ぎ支援会議は，就学・進学先の小中学校（以下 引継ぎ先）で開催してください。

② 引継ぎ支援会議の司会（進行）と記録は，引継ぎ先の特別支援教育コーディネーターを中心に，引継

ぎ先と在籍機関の参加者で相談して決めてください。

※会議の冒頭で，司会（進行）から終了予定時刻を設定してもらうことで，会議の進行への協力が得やすくな

ります。 

③ 当日「すずかっ子支援ファイル」（新：「すずっこファイル」）を資料とする場合がありますので，在籍

機関又は，保護者がご持参ください。

④ 当日の事項書は，会場準備とあわせて引継ぎ先で準備してください。

３ 「すずかっ子支援ファイル」完成版（原本）の引継ぎについて 

引継ぎ支援会議終了後の「すずかっ子支援ファイル」の引継ぎは，在籍機関が，「すずかっ子支援フ

ァイル」完成版（原本）巻末に「引継同意書」（原本）を付け，卒園・卒業後に引継ぎ先へ，直接，引き渡し

てください。 

 なお，進学先が，県立学校，私立学校等の場合，「すずかっ子支援ファイル」完成版（原本）を保護者

に返却し，保護者が進学先へ持参する場合もあります。 

※「すずかっ子支援ファイル」は，継ぎ支援会議の開催がなかった場合も含め，来年度就学・進学予定者の保護者に同

意を得た上で引継ぎ先へ引き渡してください。同意されなかった場合は，保護者へ返却してください。 
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引継ぎ支援会議を希望される保護者様へ 

～途切れのない支援のために～ 

小学校への「引継ぎ支援会議」 

をご案内します。 

令和４年  月  日 

 お子さんの小学校入学の時期が近づいてきました。この頃になる

と，新しい小学校生活への期待が出てくる反面，スムーズに小学校生

活をスタートできるかどうか心配が出てくる時期でもあります。 

そこで鈴鹿市では，保護者の方がお子さんを安心して小学校へ送り出すことができるよう，

幼稚園・保育所（園）・認定こども園等と小学校が連携して「引継ぎ支援会議」を行っています。 

この会議では，小学校入学前に，家庭や幼稚園・保育所（園）・認定こども園等でのお子さん

の様子や，今まで行われてきた支援の方法等を，保護者の方とともに在籍する幼稚園・保育所

（園）・認定こども園等から小学校へ伝え，支援の引継ぎをしていきます。 

会議の参加者は，保護者，現在在籍している幼稚園・保育所（園）・認定こども園等の先生，

入学先の小学校の先生です。また，保護者の方の要請により，療育センター，健康づくり課（保

健センター），子ども家庭支援課等，関係機関の職員が参加することもあります。会議の時間

は４０分程度を予定しています。 

「引継ぎ支援会議」を希望される方は，  月  日（ ）までに，現在在籍している機関（幼稚

園・保育所（園）・認定こども園等）までご連絡ください。「引継ぎ支援会議」は，令和４年１２月

から令和５年３月までの期間を予定しています。日時につきましては，幼稚園・保育所（園）・認

定こども園等とご相談ください。 

また，途切れのない支援のために「すずかっ子支援ファイル」（新：「すずっこファイル」）を作

成されることをおすすめしています。 

問い合わせ先 

（ 在籍機関名 ）  

ＴＥＬ (０５９)   - 

鈴鹿市子ども家庭支援課 (教育相談グループ 竹原・横矢・杉山) 

ＴＥＬ (０５９)３８２-９１４０
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引継ぎ支援会議を希望される保護者様へ 

令和４年  月  日 

 お子さんの中学校入学の時期が近づいてきました。この頃になると， 

新しい中学校生活への期待が出てくる反面，スムーズに中学校生活を 

スタートできるかどうか心配が出てくる時期でもあります。

そこで鈴鹿市では，保護者の方がお子さんを安心して中学校へ送り出すことができるよう，

小中学校が連携して「引継ぎ支援会議」を行っています。 

この会議では，中学校入学前に，家庭や小学校でのお子さんの様子や，今まで行われてき

た支援の方法等を，保護者の方とともに在籍する小学校から中学校へ伝え，支援の引継ぎを

していきます。 

会議の参加者は，保護者，現在在籍している小学校の先生，入学先の中学校の先生です。ま

た，保護者の方の要請により，療育センター，健康づくり課（保健センター），子ども家庭支援課

等関係機関の職員が参加することもあります。会議の時間は４０分程度を予定しています。 

「引継ぎ支援会議」を希望される場合は，  月  日（ ）までに，現在在籍している小学校ま

でご連絡ください。「引継ぎ支援会議」は，令和４年１２月から令和５年３月までの期間を予定

しています。日時につきましては，小学校とご相談ください。 

また，途切れのない支援のために「すずかっ子支援ファイル」（新：「すずっこファイル」）を作

成されることをおすすめしています。 

問い合わせ先 

鈴鹿市立○○小学校 

ＴＥＬ (０５９)   -  

鈴鹿市子ども家庭支援課(教育相談グループ 竹原・横矢・杉山 ) 

ＴＥＬ (０５９)３８２-９１４０

～途切れのない支援のために～ 

中学校への「引継ぎ支援会議」 

をご案内します。 
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親の心に寄り添う支援とは 

～育児困難を虐待に発展させないために～ 

令和４年度 鈴鹿市要保護児童等・ＤＶ対策地域協議会 

児童虐待防止講演会 

【日 時】令和４年 11 月２日（水）１３：３０～１５：0０ 

※受付１３：００～

【場 所】鈴鹿市役所 12 階 1203 会議室（鈴鹿市神戸一丁目 18 番 18 号） 

※コロナの状況次第でオンライン配信に変更する場合があります。

【定 員】50 名 先着順 

【対 象】学校・幼稚園・保育所（園）等関係者，児童福祉関係者等 

【申込方法】FAX，メール，文書便にて参加申込書を送付してください。 

★申込〆切 10 月 19 日（水）

【備 考】後日，YouTube 鈴鹿市公式チャンネルにて配信予定 

辻 由起子(つじ ゆきこ) 氏 

●大阪府子ども家庭サポーター

●NPO法人西成チャイルド・ケア・センター理事

●内閣官房こども政策参与 など

◇1973年，大阪府茨木市生まれ。18歳で結婚，19歳で娘を出産，23歳でシングルマザー

に。仕事，育児，家事をこなしながら，通信教育で大学を２回卒業。娘は中学校で不登校

の経験を持つ。リスクだらけの子育て経験と，小・中学校の相談員の経験から，全ての人

が子育てを楽しめる社会を目指して現在活動中。主な活動は相談業務，イベント開催，政

策提言，研修講師，マスコミ発信，行政のスーパーバイザーなど。活動内容は 24時間テレ

ビ，NHKおはよう日本などマスコミに多数取り上げられている。

講師プロフィール 

【問い合わせ先】 

鈴鹿市子ども政策部 子ども家庭支援課 

家庭支援Ｇ 小久保，杉本 

ＴＥＬ：059-382-9140 

校長会資料 
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FAX 番号：０５９-３８２-９１４２  子ども家庭支援課 行き 

部署メール：kodomokateishien@city.suzuka.lg.jp 

申込〆切 ： 令和４年 10 月 19 日（水） 

11 月 2 日（水）児童虐待防止講演会 参加申込書 

所 属 名 

（連絡先） （ＴＥＬ） 

お 名 前 

※５人以上で申し込みされる場合は，コピーをしてお申し込みくだ

さい。 
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時間外労働時間削減の取組について 

１ 時間外労働時間 （月平均時間） ＜目標値：1人当たり 30時間以下＞ 

42.7 
39.6 38.5 

29.3 

38.5 
34.4 33.8 

26.2 

15.4 
11.0 

31.4 31.4 

36.8 

28.4 
30.6 

24.5 

34.1 

28.9 29.8 

22.4 

0h

10h

20h

30h

40h

50h

4月 5月 6月 7月

時間外労働時間 小中合計

H30 R1 R2 R3 R4

37.2 35.9 35.0 

23.8 

36.1 
32.1 32.2 

23.9 

17.2 
12.8 

31.2 30.8 
34.1 

26.3 
29.0 

21.6 

33.4 
27.8 29.7 

21.2 

0h

10h

20h

30h

40h

50h

4月 5月 6月 7月

時間外労働時間 小学校 合計

H30 R1 R2 R3 R4

53.1 
46.7 45.5 

40.0 
43.2 

38.8 36.8 
30.7 

12.0 
7.4 

31.9 32.7 

42.4 

32.9 33.8 
30.5 

36.2 
32.3 29.8 

25.8 

0h

10h

20h

30h

40h

50h

4月 5月 6月 7月

時間外労働時間 中学校 合計

H30 R1 R2 R3 R4

校長会資料 
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２ 休暇取得日数（年平均日数） ＜目標値：1 人当たり 22日＞ 
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３ 時間外労働時間（月平均・延べ人数） 

＜目標値：年 360時間，月 45時間を超える人数 0人＞ 
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鈴教学 第 1283 号 

令和４年８月  日 

（宛先）各小中学校長 

鈴鹿市教育長 廣田 隆延 

教職員の服務規律の徹底について（通知） 

このことについては，これまでも児童生徒及び保護者，地域から信頼される学校づ

くりに向け，様々な機会を通じ繰り返し教職員への徹底をお願いしているところです。 

２学期を迎えるにあたり，改めてすべての教職員に服務規律の徹底について自覚を

促すとともに，コンプライアンス意識の醸成を図っていただくようお願いします。 

記 

１ 「鈴鹿市立幼小中学校（園）コンプライアンス推進大綱」（平成 25年 4月 1日策 

定）に基づいた行動規範を行うとともに，新型コロナウイルス感染症拡大防止に努

めること。 

２ 勤務時間中は職務に専念すること。 

・勤務時間中における私物スマートフォン等の不必要な利用を行わないこと。

３ 個人情報等の厳格な適正管理を徹底すること。 

４ 各教室の鍵や学校備品等は適正に管理保管し，紛失や破損及び盗難を防ぐこと。 

・保健室や理科室・理科準備室等にある備品や消耗品の管理を徹底すること。

５ 学校施設に異常が認められた時は，速やかに管理職に報告すること。 

６ 交通事故に遭った際には，加害被害を問わず，速やかに管理職に報告すること。 

７ 体罰，パワーハラスメントやセクシャルハラスメントと受け止められる行為を行

わないこと。 

８ 様々な危機発生時等には，管理職に遅滞なく報告すること。 

【事務担当：鈴鹿市教育委員会事務局 学校教育課 教職員グループ】 

校園長会資料 
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校長会資料 

教委 第２０－８６号  
令和４年６月２９日 

各市町等教育委員会教育長 
各 県 立 学 校 長   

三重県教育委員会教育長 

教職員の綱紀粛正及び服務規律の確保について（通知） 

 県教育委員会は、令和３年３月１１日に、「不祥事根絶に向けた対応策について」を発

出し、学校と共に不祥事の根絶と信頼回復に全力で取り組んできました。 

しかしながら、令和３年度は、わいせつ行為や公務外の盗撮、無許可で生徒を自家用車

に乗せたことをきっかけにした生徒との不適切な行為、交通事故により懲戒処分とした事

案があわせて７件発生し、学校教育に対する県民の信頼を大きく損なう状況にあります。 

県教育委員会は、こうした事案を厳粛に受け止め、児童生徒へのわいせつ行為や公務外

の盗撮に至る背景を分析し、まとめた資料を活用して校内研修を行うなど、改めて不祥事

の根絶に向けて取り組んでいるところです。 

日ごろから、教職員が労を惜しまず児童生徒のために職責を遂行していたとしても、一

件の不祥事により、これまで積み重ねてきた学校教育への信頼は大きく損なわれてしまい

ます。教職員一人ひとりは、不祥事を自分事として捉え、自己の使命と職責の重大さを認

識し、自らを厳しく律するとともに、自分の周囲から不祥事を出さないという強い決意の

下、主体的に取り組むことが大切です。 

夏季休業期間を迎えるにあたり、教職員の綱紀粛正及び服務規律の確保について、一層

の注意を払われるよう通知します。県立学校においては、下記事項を教職員一人ひとりが

十分認識したうえで、コンプライアンスの推進と不祥事の根絶につなげてください。 

市町等教育委員会にあっては、これらのことを所管の校長に周知し、その趣旨の徹底と

適切な指導を図られるようお願いします。 

記 

１ わいせつ行為等の根絶について 

児童生徒の成長に直接関わる教職員による盗撮等を含むわいせつ行為、セクシュアル

・ハラスメント等は、あってはならないことである。児童生徒に対しては、子どもたち

の心に傷をつけ自尊心を損なうものであり、程度にかかわらず断じて許されないことを

教職員一人ひとりが再認識するようにし、わいせつ行為等の根絶に万全を期すこと。

昨年度、県立学校において実施した「わいせつ行為、セクシュアル・ハラスメントに

関するアンケート調査」の回答の中に、教職員は指導と捉えていた言動が生徒には不快

と受け止められていたものがあった。教職員の意図にかかわらず、生徒が性的に不快感

や嫌悪感を抱く教職員の言動は、セクシュアル・ハラスメントに該当することを改めて

認識し、わいせつ行為、セクシュアル・ハラスメントの防止に努めること。 

児童生徒との職務に関係のない私的なＳＮＳ等によるやりとりが、わいせつ事案の発

端となる場合があることから、改めて各学校において適切な取扱いを徹底すること。さ

らに、他の教職員の目が行き届きにくい空間で児童生徒と１対１で対応している状況も

わいせつ事案のきっかけとなる場合があることから、密室状態を回避するように努める

とともに、個別での対応を避けるなど不祥事の発生につながらないよう防止策を講ずる

こと。 

なお、県教育委員会においては、「懲戒処分の指針」に則り、わいせつ事案には、厳

格な処分を講じていくこととする。 

様 

写 
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・ 令和元年７月１１日付け

「教職員と生徒・保護者とのＳＮＳ等の使用に係る適切な取扱いについて」＜教職員課＞

・ 令和２年９月１５日付け「懲戒処分の指針」の一部改正について」＜教職員課＞

・ 令和４年３月２５日付け「職員の綱紀粛正について」＜教職員課＞

２ 体罰等の禁止について 

体罰は、学校教育法において禁止される違法行為であるのみならず、児童生徒の心身

に深刻な悪影響を与え、力による解決への志向を助長し、いじめや暴力行為などの土壌

を生む恐れがあり、いかなる場合でも決して許されないものである。 

教職員の不適切な発言により児童生徒の心情を著しく傷つける事案が依然として発

生している。こうした児童生徒の人権を侵害する発言は断じて許されないものであるこ

とから、児童生徒の指導に当たっては、児童生徒の特性、置かれた状況、背景に配慮す

ること。 

各学校においては、担当課からの資料等を活用して、教職員の指導に対して児童生徒

が素直に耳を傾けるような関係づくりに努めるとともに、指導が難しい状況にあっても、

毅然とした粘り強い指導を進めていけるような生徒指導体制を構築すること。 

また、これまで厳しい指導の名の下で、或いは保護者や児童生徒の理解を理由として、

体罰や体罰につながりかねない不適切な指導を看過してこなかったかを検証し、体罰等

を未然に防止する組織的な取組、徹底した実態把握、体罰が起きた場合の早期対応及び

再発防止策など、体罰や不適切な発言の防止に関する取組の強化を図ること。 

・ 令和４年４月２５日付け「体罰の根絶に向けた取組の徹底について」

＜子ども安全対策監、教職員課、生徒指導課、保健体育課＞ 

３ 飲酒運転の根絶と交通事故の防止について 

交通事故の防止については、県全体で取り組んでいるところであり、７月１１日から

７月２０日までは夏の交通安全県民運動期間とし、飲酒運転の根絶、横断歩道における

歩行者優先の徹底等を運動の重点として、交通事故防止の徹底を図っていくこととして

いる。特に、飲酒運転は犯罪であり、一人ひとりが飲酒運転０（ゼロ）をめざす決意を

新たにし、飲酒運転の根絶を図ること。 

昨年度、横断歩道を横断中の歩行者への交通事故２件に対して、懲戒処分を行った。

横断歩道での歩行者優先は「マナー」ではなく、法律で定められた「ルール」であり、

横断歩道手前の減速・停止を徹底したうえで、慣れに頼った運転や思い込みによる運転

をしていないかなど、自分の運転一つひとつを見直し、安全運転に努めること。 

県教育委員会においては、交通事故の防止を一層徹底するとともに、重大な交通法令

違反者には、厳正に対処していくこととする。 

また、児童生徒に対して範を示すべき立場にある教職員として、交通安全に関する意

識を高め、交通法令を遵守することはもちろんであるが、万一交通事故を起こした場合

には、適切な事後処置を講ずること。  

４ 部活動等の指導における安全確保について 

これからの時期は、部活動等の活動が活発に行われる時期でもあり、部活動における

安全確保と事故防止に十分注意を払うこと。 

また、児童生徒の健康・安全管理に十分留意し、児童生徒の心身の状況に即した指導

を計画的に実施するとともに、校外で活動する際は、交通事故防止も含め、安全確保に

十分注意すること。さらに、運動場・体育館等が安全に配慮して使用されているか、施

設・設備、用具・器具が整備されているか留意すること。 
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さらに、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、引き続き基本的な感染対策を徹底

しつつ、熱中症のリスクが高まる活動場面においては、児童生徒にマスクを外すよう指

導を徹底すること。なお、部活動の実施に当たっては、担当課からの通知の内容に留意

すること。 

・ 令和４年４月２０日付け

「県立学校における新型コロナウイルス感染症対策ガイドラインの改訂について」

＜高校教育課、特別支援教育課、保健体育課、教職員課＞ 

・ 令和４年６月１３日付け「夏季における児童生徒のマスクの着用について」

＜保健体育課、高校教育課、特別支援教育課＞ 

５ 時間外在校等時間の上限の遵守と勤務時間の適正管理について 

教職員の業務負担軽減を図り、より効果的な教育を持続的に行うため、学校における

働き方改革を一層推進する必要がある。管理職は、引き続き「定時退校日の設定」、「部

活動休業日の設定」、「会議時間の短縮」の３つの取組を着実に推進するとともに、学校

行事の精選やスクールカウンセラー、スクール・サポート・スタッフ等の専門人材・地

域人材を積極的に活用し、教育の充実及び業務の削減に取り組むなど、全ての教職員の

時間外在校等時間を適切に管理し、その上限が遵守されるように努めること。 

なお、公務員には職務専念義務があり、夏季休業中においても異なる取扱いを受ける

ものではないため、夏季休業中の勤務日における勤務態様について、県民の批判を受け

ることのないよう十分留意すること。 

・ 令和４年３月２２日付け「学校における働き方改革の推進について」＜教職員課＞

・ 令和３年１２月６日付け

「長期休業中において県教育委員会が主催する会議や研修等を実施しない期間の設定及び学校閉校

日の設定について」＜教職員課＞

６ 個人情報及び公文書等の管理の徹底について 

各学校において、児童生徒に関する個人情報を含む文書類や電子データ等の管理に関

するルールを定めることとしているが、教職員一人ひとりがルールを把握し、適切な管

理を徹底すること。特に、やむを得ず校舎外に持ち出す必要がある場合には、所属長の

許可を得るよう義務づけるとともに、これらの書類については、自動車内等、盗難の恐

れのある場所や他人の目に触れる場所には絶対に放置しないよう取扱いには細心の注

意を払うこと。また、不要になった個人情報についても取扱い方法を定め、それに基づ

き不要になった個人情報は速やかに返却または廃棄すること。 

個人情報を送付する場合は、宛名と封筒の中身に誤りがないかを、メール送信時には、

添付文書等に個人情報が含まれていないかなどを、複数の者で確認する等、誤送付を防

ぐための点検体制を構築すること。 

・ 令和４年６月１３日付け「個人情報等の適正管理の徹底について」

＜小中学校教育課、学校防災推進監＞ 

・ 令和４年４月１９日 令和４年度県立学校長・事務長会議配布資料

「教務手帳等の個人情報記載文書の適正管理について」

７ 教育活動中の飲酒等の禁止について 

  教育活動中はもとより、引率する児童生徒を管理すべき夜間等においても、教職員に

よる飲酒等は、保護者や県民の教育に対する信用を失墜するものであり、厳に慎むこと。

また、同席する教職員が、他の教職員のかかる行為を制止しないことも同様である。 
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８ 公金等の適切な管理について 

  学校徴収金や各種委託金をはじめ、教職員が様々な場面で現金を扱う場合があるが、

各学校においては、できる限り現金を直接扱わない方策を講ずること。また、現金を直

接扱わざるを得ない場合にあっては、遅滞なく金融機関に入金する等、手元での保管期

間を極力短くすること。また、各所属において改めて通帳・印鑑の管理、出入金手続き、

収支に係る点検体制を確認し、一層の厳正な管理に努めること。 

これまでにも、管理職による旅費の不正受給事案があったことを受け、出張及び旅費

についても適正な手続きと厳正な管理に努めること。 

９ あらゆるハラスメントの防止について 

ハラスメントは、職員の勤労意欲を減退させ、その能力の適切な発揮を妨げる要因と

なるとともに、職員間のコミュニケーションが滞るなど、仕事を進めるにあたっての重

大な支障となり得るものである。職場からハラスメントに関する問題の行為者や被害者

を出さないよう、職員一人ひとりが、ハラスメントについて正しく理解したうえで、周

囲に対する気配りをし、普段からコミュニケーションを大切にすることにより、風通し

のよい職場づくりをこころがけること。 

・ 令和３年１２月２８日付け

「「ハラスメントの防止等に関する基本方針」等の一部改正について」＜教職員課＞

10 営利企業等への従事制限・兼職及び事業等への従事等について 

公務員には営利企業等への従事制限が法で定められており、兼職及び事業等への従事

には任命権者（県費負担教職員の場合は市町等教育委員会）へ届け出て許可を受ける必

要があることを周知し、教職員の管理監督に努め、県民の批判を受けることのないよう

十分留意すること。 

なお、短時間勤務の会計年度任用職員は、営利企業への従事等の制限から除外されて

いるところであるが、従事する場合は、あらかじめ校長に届け出る必要がある。 

11 会食、遊戯等について 

民間業者、保護者、国や他の地方公共団体職員及びその他の教育関係者等、職務上利

害関係のある者との会食や遊戯、贈答品の授受等、県民の疑惑を招く恐れのある行為は

厳に慎み、常に公私の区別を明確にし、県民の不信を招くことのないようにすること。 

○ 令和３年度の状況

① 懲戒処分件数・被処分者数 ７件・７人 

② 体罰発生件数・対象教員数 ０件・０人 

③ 交通事故発生件数

公立小中学校 県立学校 

公務時の人身事故、物件事故（自損を除く） ２１件 １３件 

通勤時の人身事故 １５件 １２件 

私用時の人身事故（自損を除く） １０件 ４件 

計 ４６件 ２９件 

教職員課：県立学校人事班 電話 059-224-2956  小中学校人事班 電話 059-224-2958 
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